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研究要旨 

乳幼児の身体発育曲線作成等のために、国では10 年ごとに乳幼児身体発育調査を実施

してきている。最新の調査は令和２年に予定されていたが、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響で延期され、令和５年に実施予定となった。近年、乳幼児数の減少や調査協力率

の低下が続いており、従来と同じ標本抽出方法では集計可能な人数が大幅に減少し、発育

曲線の誤差率が大きくなることが予想されることから、令和５年の調査実施に向けて、調

査対象人数、対象者の抽出方法、調査項目、調査組織など調査手法の見直しについて検討

した。ほとんどの年月齢において、概ね５％程度の標準誤差率を確保するために必要な対

象地区数等は、一般調査の０～１歳未満は3000地区、１～６歳半は2000地区、病院調査は

150病院であり、一般調査の協力率60%、病院調査の協力率80%を見込むと、おおむね必要

な集計人数が得られると考えられた。また、一般調査での対象者抽出に住民基本台帳を用

いること、市町村の負担軽減等のためにいくつかの調査項目を削減すること、市町村が調

査実施主体となること等についても検討した。 

Ａ．研究目的 

母子健康手帳に掲載されている乳幼児身

体発育曲線は、保護者がこどもの発育の経

過を確認し、また保健指導や栄養指導の際

に、発育を評価するために用いられている。

国ではこれまで 10 年ごとに乳幼児身体発

育調査を実施し、乳幼児の身長、体重、頭囲、

胸囲等を測定して乳幼児身体発育曲線を作

成するとともに、乳幼児の栄養方法、運動及

び言語発達状況等の把握を行ってきた。同

調査は一般調査と病院調査とからなる。一

般調査は、直近の全国の国勢調査区から

3000 地区を層化無作為抽出した生後 14 日

以上 2 歳未満の乳幼児及び、3000 地区から

抽出した 900 地区の 2 歳以上小学校就学前

の幼児が調査の客体であり、病院調査は、全

国の産科を標榜し且つ病床を有する病院の

うち、医療施設基本ファイルから抽出した

150 病院で出生し、調査月に 1 か月健診を

受診した乳児が調査の客体である１）。前回

平成 22 年調査では一般調査は 7652 人、病

院調査は 4774 人の協力が得られたが、近

年、乳幼児数が大きく減少し、調査協力率が

毎回低下していることから、従来と同じ標
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本抽出方法では集計可能な人数が大幅に減

少し、身体発育曲線・発育値の誤差率が大き

くなることが予想される。また、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響により令和 2 年

に予定されていた調査は延期となり、さら

なる協力率の低下も懸念され、調査の実施

主体である自治体の負担軽減のための配慮

も必要である。 

そこで本分担研究では、これらの課題を

ふまえて、令和 5 年乳幼児身体発育調査実

施に向けて、（１）調査対象人数、（２）対象

者の抽出方法、（３）調査項目等、（４）調査

組織について見直しを検討することを目的

とする。 

Ｂ．方法 

（１）調査対象人数

＜基本的な考え方＞ 

多くの公的統計調査では誤差率 5%程度

の精度を確保するように調査設計が行われ

る。しかし、身体発育曲線は 0～6 歳の範囲

にわたって 3, 10, 25, 50, 75, 90, 97 パーセ

ンタイル値が作成され、年月齢によって調

査人数も異なるため、どの年月齢のどのパ

ーセンタイル値の誤差率で考えるのかなど、

この場合の誤差率の考え方は単純ではない。 

前述の通り、乳幼児身体発育調査に基づ

いて作成する身体発育曲線は、母子健康手

帳に掲載されており、保護者はこどもの発

育の経過を確認することができる。また、保

健指導や栄養指導の際に、発育を評価する

ために用いられている。そのため、発育の個

人差のあるこどもの発育評価において、3～

97 パーセンタイルの範囲の精度が高い、つ

まり誤差率が小さいことが特に重要である。

誤差率は、年月齢別の調査人数に依存する

ので、どの年月齢においても身体発育曲線

の誤差率が十分に小さく（5%程度に）なる

ように、調査対象人数を検討する必要があ

る。ただし、ここでいう身体発育曲線の誤差

率 5%の考え方として、3 パーセンタイルお

よび 97 パーセンタイルの“値の誤差率 5%”

は、実用上許容できないほどに大きい。一

方、身体発育曲線の 50 パーセンタイルは他

のパーセンタイルより高い精度で推計でき

るので２）、“50 パーセンタイルと 3 パーセ

ンタイルの幅”、および“50 パーセンタイル

～97 パーセンタイルの幅”の誤差率（式１）

が 5%以内であれば、実用上、十分な精度と

考えられる。 

発育曲線の活用においては、全体の分布

の中での相対的な位置を考えることが多い

ため、これらの誤差率で評価することは理

にかなっていると考えられる。また。Cole 

TJ（平成 22 年乳幼児身体発育調査で使用

したLMS法３）の開発者）が提案したz-score

（分布の幅を表す指標）に基づく誤差率の

考え方４）とも整合性がとれている。 

＜統計手法＞ 

平成 22 年乳幼児身体発育調査で得られ

た年月齢別 L, S, M の値を算出する３次ス

プライン関数（公表値）５）で表される男女

別年月齢別体重分布を仮想的な母集団とみ

なし、そこから無作為抽出した標本を用い

て LMS 法（GAMLSS on R を使用）で発育

曲線を推定するモンテカルロシミュレーシ

ョン（コンピュータ上で“仮想的な母集団か

ら乱数を使って標本を無作為抽出して

LMS 法を適用する”という作業を多数回行

うことで、LMS 法で母集団の発育曲線を適

切に推定できているかを調べる方法）を行

った。 

（２）対象者の抽出方法

＜一般調査＞ 

令和 5 年調査では市町村が調査の主体
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（後述）となることを想定する。その場合、

住民基本台帳により調査対象地区に居住す

る乳幼児を把握することが可能と考えられ

る。そこで、市区町村における住民基本台帳

の利活用や本調査時の抽出のイメージにつ

いて一部の自治体へのヒアリングで意見を

聴取した。 

＜病院調査＞ 

従来の調査と同様に、医療施設基本ファ

イルから抽出することを前提として、現在

の各病院の分娩実施状況を把握したうえで

実際に分娩を取り扱っている施設を抽出す

る方法について検討した。（盛一の分担研究

報告書に詳細記載。） 

（３）調査項目等

①調査形態、②調査項目、③測定方法、④

調査票、⑤調査必携について、以下のように

検討した。 

①一般調査は基本的には前回と同様に集合

健診の形態を前提とするが、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響で会場への集合が

難しい場合には他の健診結果を転記するこ

とも可能か検討した。 

②一般調査及び病院調査の各調査項目につ

いて、使用目的、発育曲線作成過程での必要

性、発育曲線作成以外での必要性、国際的・

学術的有益性・世の中での活用度（研究者が

利用した、これを参考にして基準が定めら

れた等）、代替可能性（他の調査で代用でき

るか）の視点で「必須」、「必要度高」、「必要

度中」、「必要度低」に分類・検討し、調査項

目に含めるか否かを提案した。 

③一般調査の身長、体重等計測方法及び課

題となる点や要望を、2 都県、3 市、1 区 1

町にヒアリングにて聴取した。 

④上記②を反映させるかたちで調査票の変

更を検討した。 

⑤変更に伴う調査必携の改訂案を検討した。 

（４）調査組織（調査の流れ）

これまで、一般調査については、都道府県

保健所が管内市町村の協力を得て実施（保

健所設置市・特別区は自ら実施）していた

が、調査事務等を円滑に行うために市町村

を調査の主体とする場合について、課題と

なる点や要望を 2 都県、3 市、1 区 1 町にヒ

アリングにて聴取した。

Ｃ．結果 

（１）調査対象人数

まず、前回平成 22 年の調査データを用い

て、体重発育曲線の誤差率を算出したとこ

ろ、図１のように、２歳未満で誤差率が小さ

く、２歳以上では誤差率が大きかった。その

理由として、平成 22 年の一般調査では、国

勢調査区のなかの①3,000 地区内の調査実

施日において生後 14 日以上２歳未満の乳

幼児と、②3,000 地区のうちから抽出した

900 地区内の２歳以上小学校就学前の幼児

を調査対象としており、また、病院調査も十

分に人数が多いことから、対象者数は２歳

未満が多く、２歳以上が少ないためと考え

られた。 

そこで、令和 5 年調査について検討する

ために、誤差率が十分に小さかった１～２

歳未満の抽出地区数を 2,000 地区に減らす

一方、２歳以上の抽出地区数を 2,000 地区

に増やし、また、発育曲線の変化が大きい０

～１歳未満は精度維持のために地区数を前

回と同じ 3,000 地区（ただし出生数の減少

により人数は減少する）とし、病院調査は同

様の理由で前回と同じ 150 病院として、同

様にモンテカルロシミュレーションを行っ

て、体重発育曲線の性・年月齢別の誤差率を

確認した。地区当たりの人口は、2023 年初

頭の 0～6 歳の年齢別人口を人口動態調査

の出生数等から推計し、令和 2 年国勢調査
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の地区数（後置番号 1）で除して得た。 

協力率を病院調査 80%、一般調査 60%と

仮定して、表１のように、男女計の集計人数

で、病院調査 2,706 人、一般調査の 0～1 歳

未満 1,270 人、1～6 歳半 5,334 人（一般調

査計 6,604 人）とすると、いずれの性・年

月齢でも誤差率がほぼ 5%以内となると考

えられた（図２）。 

 以上を整理すると以下のようになる。 

＜一般調査＞ 

・抽出単位

平成 22年調査と同様に、国勢調査区（後

置番号１）を抽出単位とし、抽出された調査

区内に居住する当該年月齢の全ての児を調

査対象とする。なお、前述の通り、２歳以上

の調査地区数は増加するものの、出生数が

減少していることから１地区あたりの負担

はあまり変わらず、協力率 60％とすると、

１地区あたりの人数は減少するので、負担

はむしろ少なくなると考えられる。 

・抽出地区数

計 3,000地区

（内訳） 

2,000地区（生後 14日以上小学校就学前） 

1,000地区（生後 14日以上１歳未満） 

・予測される調査対象人数（協力者数）

表１の通り、2,706人。

（協力率 60%と仮定）

＜病院調査＞ 

・対象施設

病院施設静態調査における分娩取扱施設

である「病院」とする。 

・対象施設数

150 病院のままとする。（出生数が約 28%

減少しているので、人数は減少する） 

・予測される調査対象人数（協力者数）

表１の通り、6,604人。 

（協力率 80%と仮定） 

（２）対象者の抽出方法の検討

＜一般調査＞ 

前回調査では、国勢調査区地図や国勢調

査区要図、国勢調査世帯名簿を閲覧し、現地

に赴き、地区の境界確認、調査地区要図、世

帯名簿、乳幼児名簿を作成したが、市区町村

の協力が得られる場合には、該当する国勢

調査区内に居住する住民を住民基本台帳

（電算システム）で抽出して乳幼児名簿を

作成すれば効率的と考えられる。なお、前述

のように、２歳以上の調査地区数は増加す

るものの、出生数が減少していることから

１地区あたりの負担はあまり変わらず、協

力率 60％とすると、１地区あたりの人数は

減少するので、負担はむしろ少なくなると

予想される。 

ヒアリングにおいては、①住民基本台帳

の利用について「市町村では問題なく行え

るが、どのような区分けでくるかイメージ

がつかず少し不安である」、「利活用の法的

なルールや、個人情報の取扱い等を整理し

ていただきたい」。②外国籍の乳幼児の取扱

について「次回調査時には調査必携に明示

してほしい」等の意見があった。 

＜病院調査＞ 

盛一の分担研究報告書に詳細を記載。 

（３）調査項目等

調査項目は、乳幼児身体発育曲線作成に

必要な項目及び乳幼児の身体状況への影響

があるものを優先し、自治体の負担も考慮

して、下記のいくつかの項目を削減するこ

とが可能と考えられた。 

・削除する主な項目

胸囲（出生時以外）、頭囲（３歳以上）、出
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産後母乳を最初に飲ませた時期、離乳、出生

順位、妊婦健診受診回数、出生場所、母の特

記すべき既往歴、母親の調査時の就業状態、

出生時の特記すべき所見、新生児期の特記

すべき所見等。 

（４）調査組織（調査の流れ）

自治体へのヒアリングでは、特に一般調

査における医師の確保の困難さが複数挙げ

られ、改めて本調査における医師の役割、必

要性を検討した。やむを得ず医師の確保が

できない場合は、調査班に医師が不在であ

っても可とし、身体計測や発育・発達に影響

を及ぼしている可能性のある現症等につい

て医師以外が聞き取りを行い判断が難しい

場合は、事前に協力を依頼しておいた医師

に問い合わせるか、または保護者から聴取

した情報を調査票に詳しく記入するのが適

当と考えられた。また、その際に参考となる

ように具体的な病名の例も示すことが望ま

しい。 

Ｄ．考察 

（１）調査対象人数

乳幼児身体発育曲線は、保護者がこども

の発育の経過を確認し、また保健指導や栄

養指導の際に発育を評価するために用いら

れる。その際に、年月齢別の身長・体重等の

分布における相対位置（パーセンタイル値）

とその推移に着目することが多いため６）、

精度の高いパーセンタイル曲線を作成する

ことが重要である。近年における出生数の

減少と調査協力率の低下により、前回調査

と同じ標本抽出方法では集計可能な人数が

大幅に減少し、身体発育曲線・発育値の誤差

率が大きくなることが予想されたため、年

月齢別調査対象人数を改めて検討し直した。

一般調査の協力率を 60%（前回約 70%）と

仮定した場合に、いずれの性・年月齢でも誤

差率がほぼ 5%以内となると考えられたが、

新型コロナウイルス感染症流行の影響等で

協力率がさらに低下することも懸念される

ため、調査実施にあたっては協力率維持の

ための周知方法にも工夫が望まれる。 

（２）対象者の抽出方法の検討

一般調査の実施主体が市町村となること

により、該当する国勢調査区内に居住する

住民を住民基本台帳（電算システム）で抽出

して乳幼児名簿を作成すればよく、自治体

の負担軽減にも繋がることが期待される。

一方で、ヒアリングでの要望にあったよう

に、一般調査では、各市町村で住民基本台帳

からどのように抽出するかを法的な根拠も

含めて示すことが必要と思われる。市町村

には前回調査（13 年前）を経験した担当者

がほとんどいない状況であることが想像さ

れるので、本調査が具体的に何をどのよう

に調査をするのかの情報提供を早期に行い、

調査の予算確保を含め準備を円滑に進めら

れるように依頼する必要がある。 

病院調査に関しては、これまで都道府県

が病院の協力を得て実施していたが、調査

事務等を円滑に行うため、委託調査会社に

より実施することにより、都道府県の負担

が軽減されることが期待される。（詳細は盛

一の分担研究報告書を参照。） 

（３）調査項目等

自治体の負担も考慮して、乳幼児身体発

育曲線作成に必要な項目及び乳幼児の身体

状況への影響があるものを優先するという

考えで調査項目を検討し一部を削減したが、

発育曲線作成以外での必要性、国際的・学術

的有益性・世の中での活用度の視点から有

用な調査項目もあり、今後（令和 5 年調査

の次）の調査においては、これらの調査項目

についても再検討することが望まれる。 
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（４）調査組織（調査の流れ）

前年度 3 月に実施した自治体へのヒアリ

ングの中でも、保健所での調査の実施がか

なり難しくなっているという意見もあり、

また母子保健サービスが市町村に移管され

ていることも踏まえて見直すことが必要と

考えられ、これまで実施主体を保健所（市町

村は協力）としていたのを市町村主体にし

ていくこととなった。これにより（２）で述

べたように住民基本台帳の活用が可能にな

る一方で、調査における医師の確保が課題

となる中で保健所の医師の協力を得られに

くくなる可能性もあり、保健所に対する協

力依頼も重要と思われる。 

Ｅ．結論 

令和 5 年乳幼児身体発育調査実施に向け

て、（１）調査対象人数、（２）対象者の抽出

方法、（３）調査項目等、（４）調査組織につ

いて見直しを検討・提案した。これらの提案

を国においてさらに詳細に検討し、調査実

施に向けた準備を進めていくことになる。 
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式１．身体発育曲線の誤差率の定義 

“50パーセンタイル～97パーセンタイルの幅”の誤差率 

=
推定された 97パーセンタイル値の標準誤差

真の“97パーセンタイル値－50パーセンタイル値”
× 100(%) 

“50パーセンタイル～3パーセンタイルの幅”の誤差率 

=
推定された 3パーセンタイル値の標準誤差

真の“50パーセンタイル値－3パーセンタイル値”
× 100(%) 

図１．2010 年調査における体重発育曲線の 3～50 パーセンタイル幅及び 97～50 パーセン

タイル幅の誤差率
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表１．令和５年乳幼児身体発育調査の地点あたりの調査対象者数の予測 

図２．令和５年調査で想定した調査人数での、体重発育曲線の 3～50 パーセンタイル幅及

び 97～50 パーセンタイル幅の誤差率 

協力率80%(病院調査) 協力率70%(病院調査)

協力率60%(一般調査) 協力率50%(一般調査)

病院調査 病院数 集計人数※1 1病院平均 病院数 人数※2 1病院平均 人数 1病院平均 人数 1病院平均

150 4,698 31 150 3,383 23 2,706 18.0 2,368 15.8

一般調査 地区数 集計人数※1 1地区平均 地区数 人数(人口)※3 1地区平均 人数 1地区平均 人数 1地区平均

0～6歳半計 7,520 4.77 11,007 5.15 6,604 3.09 5,504 2.58

0～1歳未満 3000 2,275 0.76 3,000 2,116 0.71 1,270 0.42 1,058 0.35

1～2歳未満 3000 2,333 0.78 2,000 1,482 0.74 889 0.44 741 0.37

2～3歳未満 900 716 0.80 2,000 1,535 0.77 921 0.46 768 0.38

3～4歳未満 900 623 0.69 2,000 1,579 0.79 947 0.47 789 0.39

4～5歳未満 900 658 0.73 2,000 1,676 0.84 1,005 0.50 838 0.42

5～6歳未満 900 613 0.68 2,000 1,727 0.86 1,036 0.52 863 0.43

6～6歳半 900 302 0.34 2,000 893 0.45 536 0.27 446 0.22

※１：体重の集計人数

※２：出生数が平成22年と比べて約28%減少していることから、「平成22年乳幼児身体発育調査」の実績値×72%とした。

※３：令和5年調査の人数は、平成27年～令和4年人口動態調査出生数に令和3年簡易生命表の年齢別生存確率を乗じて推計した令和5年1月1日人

口を用いて算出。
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